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　平成 31 年度当初予算が平成 31 年第 1 回
市議会定例会で審議され、3 月 14 日に可決
成立しました。その概要をお知らせします。

問 財政課 財政係　☎ 32-1111

一般会計

351億4,574万円

　　   前年度から 12 億 3,303 万円の減額

分担金・負担金（0.7％）
2億4,607万円

繰入金（4.8％）
16億7,866万円

使用料・手数料（0.9％）
3 億 2,688万円

繰越金（0.9％）
3 億円
その他（1.6％）　5 億 7,236万円
　・寄附金　 3 億 6,000万円
　・諸収入　 1 億 7,628万円
　・財産収入　 　 3,608万円

市税（16.6％）
58 億 3,341万円

地方交付税（25.9％）
90 億 9,000万円

国庫支出金（16.9％）
59 億 4,773万円

県支出金（8.0％）
28 億 517万円

地方譲与税（0.8％）
2 億 6,458万円

（　）は構成比

市債（19.8％）
69 億 7,170万円

各種交付金（3.1％）　11億918万円
　・利子割 303万円
　・配当割 1,623万円
　・株式等譲渡所得割 1,723万円
　・地方消費税 9 億 7,536万円

・ゴルフ場利用税   3,527万円
・自動車取得税  2,843万円
・地方特例  2,673万円
・交通安全対策特別      690万円

平成 31 年度に進められる市の主な事業とその歳出予算

人件費（12.5％）
44億735万円

扶助費（20.5％）
72億859万円

公債費（9.8％）
34億4,004万円

普通建設事業費（24.7％）
86億6,559万円

義務的経費（42.8％） 150億5,598万円
投資的経費（24.9％）　 87億4,687万円
その他経費（32.3％） 113億4,289万円

災害復旧
事業費（0.2％）
8,128万円

物件費（10.0％）
35億2,067万円

維持補修費（1.7％）
6億878万円

補助費等（11.5％）
40億4,504万円

積立金（0.5％）
1億8,176万円

投資・出資・貸付金（0.5％）
1億7,300万円

一般会計・特別会計・企業会計の予算
平成31年度区　　分 平成30年度 増減率

一般会計 351億4,574万円 363億7,877万円 △3.4％

特
別
会
計

国民健康保険 82億7,508万円 84億7,272万円 △2.3％

後期高齢者医療 7億8,944万円 7億7,919万円 1.3％

介護保険 69億1,770万円 68億5,083万円 1.0％

奨学金 2,043万円 1,801万円 13.4％

簡易水道事業 － 2億9,124万円 　－

企
業
会
計

水道事業 19億25万円 16億6,679万円 14.0％

下水道事業 25億5,796万円 26億3,994万円 △3.1％

市民病院事業 5億4,839万円 5億1,662万円 6.2％

合　　計 561億5,499万円 576億1,411万円 △2.5％

　市の最上位計画である「第 2 次宇城市総合計画」。
　その 6 つの施策に沿って、当初予算の主な事業を紹介します。

一般会計の当初予算額の推移

一般会計歳入  市税の内訳
平成31年度 平成30年度 増減率

個人市民税 20億1,772万円 18億9,451万円 6.5％

法人市民税 3億4,956万円 3億439万円 14.8％

固定資産税 28億5,110万円 28億7,204万円 △0.7％

軽自動車税 2億51万円 1億8,777万円 6.8％

市たばこ税 4億1,452万円 4億3,251万円 △4.2％

市税合計 58億3,341万円 56億9,122万円 2.5％

一般会計の歳入一般会計の歳出　

教育費（14.7％）
51億7,197万円

総務費（11.9％）
41億9,645万円

土木費（11.6％）
40億6,850万円

公債費（9.8％）
34億4,004万円

消防費（8.9％）
31億1,916万円

衛生費（5.7％）
20億881万円

農林水産業費（3.6％）
12億5,938万円

商工費（0.8％）
2億9,854万円

議会費（0.6％）
2億1,182万円

災害復旧費（0.3％）
1億448万円

予備費（0.1％）
2,500万円

予備費（0.1％）
2,500万円

民生費（32.0％）
112億4,159万円
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自主財源（25.5％）　  89 億 5,738万円
依存財源（74.5％）　261 億 8,836万円

歳出
性質別

歳出
目的別 歳入

繰出金（8.0％）
27億
8,864万円

❶「復興する」まちづくり　◆生活基盤・社会基盤・産業基盤
　防災拠点センター整備関連事業費 18 億 6,812 万円
　熊本地震復興基金事業費 3 億 6,095 万円
　　 被災宅地復旧支援事業補助金、住まい再建支援事業補助金など
　災害救助費・災害被災者支援費 1 億 390 万円
　　 災害公営住宅入居支援費、地域支え合い事業費など
❷「育てる」まちづくり　◆学校教育・子育て支援
　小中学校ＩＣＴ教育環境整備事業費 2 億 3,373 万円
　不知火小学校改築事業費 8 億 9,200 万円
　松橋中学校屋内運動場・武道場改築事業費 9 億 2,650 万円
　学校給食センター建築事業費 8 億 8,400 万円
　保育所等整備事業補助金 5 億 5,257 万円
❸「住み続ける」まちづくり　◆生活環境・健康福祉・社会福祉
　防災行政無線デジタル化整備事業費 2 億 3,600 万円
　さしより野菜推進事業費 588 万円

❹「持続する」まちづくり　◆産業経済・都市機能・行財政改革
　道路橋りょう新設改良費 19 億 3,550 万円
　光通信網整備事業補助金 3 億 2,220 万円
　農業次世代人材投資事業補助金 8,888 万円
　地方創生推進交付金事業費 2,717 万円
　　 地場企業支援・IT企業誘致支援など
❺「選ばれる」まちづくり　◆観光物産・移住定住・歴史文化財
　空き家空き地対策事業費 1,618 万円
　地方バス運行等特別対策補助金 1 億 85 万円
❻「活躍する」まちづくり　◆雇用・男女共同参画・交流・文化スポーツ
　地域コミュニティ活動支援事業費 3,099 万円
　地方創生推進交付金事業費 373 万円
　　 観光地域づくり事業費など
　総合型地域スポーツクラブ補助金 330 万円
　学童スポーツクラブ推進事業費 211 万円

企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計金額を表しています。
簡易水道事業特別会計は、水道事業会計に統合しています。

351.5億円

363.8億円

370.8億円
297.6億円288.3億円

31年度30年度29年度
(肉付け後)

28年度27年度
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